
 
 この「計画策定スキーム図」は，令和６年３⽉ 22 ⽇，政府令和６年能登半島地震復旧・復興⽀援本部（第
4 回）にて了承されたものです。 
 緊急アピールで⾔及したように，左端の計画策定・実施プロセスを想定し，直轄調査で⽀援するのは，ま
ず「復興ビジョン策定」です。その段階では，「復興の⻘写真の検討」がありながら，住⺠意向の把握はあり
ません。住⺠意向の把握は策定済みの「復興ビジョン」（復興の⻘写真を⾔語化した「復興像」）についてで
あって，これでは，上からの「復興像」の押し付けになります。 

復興まちづくりに向けた調査等による計画策定支援

○能登半島地震からの復興まちづくり計画の策定に向けた国・ＵＲによる支援

被災市町や被災地域の住民ニーズ、意向に寄り添い、直轄調査の実施により被災市町における復興まちづくり計画の策定を支援する
とともに、国交省職員による地区担当の配置、ＵＲによる技術支援、関係省庁連携による横断的支援等により、計画段階から事業段階
まで復興まちづくりを継続的に支援。

【参考】被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッケージ（令和6年１月25日：抜粋）

（３）災害復旧等
○復興まちづくり

被災地の復旧・復興状況を踏まえつつ、復興まちづくりに向け、被災状況調査や支援体制の構築等により被災地方公共団体が行う計画策定を支
援するとともに、復興まちづくりにおける構想・計画策定や事業化に向けた合意形成について、都市再生機構による技術支援を行う。
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○地域特性の把握・被災状況の調査等
・基礎的情報（人口、道路整備状況等）の収集
・被害状況調査
・復興の青写真の検討 等

○住民意向の把握
・アンケート・ヒアリングの調査票作成・集計
・説明会の運営支援  等

○復興まちづくり計画の検討
・復興方針・基本構想の検討

  ・必要な機能・施設の検討
・事業手法案及び整備手法案の検討 等

②予備費を活用した直轄調査【令和6年3月1日閣議決定】

○能登半島地域において直轄調査の必要性をヒアリング
○能登地域の７市町（輪島市、珠洲市、能登町、穴水町、七尾市、
志賀町、中能登町）を対象に調査を実施

調査内容

③国・ＵＲによる支援体制

≪国交省職員による地区担当の配置≫
○輪島市など被災市町毎に専門官クラ
スの本省職員を地区担当として配置。
○計画段階から事業段階まで復興まち
づくりをワンストップで継続的に支援。

≪ＵＲによる技術支援≫
○４月より支援組織を拡充し、現地に活
動拠点を設け、被災市町による計画策
定や合意形成に関して技術支援。
○今後、被災市町の要請にあわせ支援
体制をさらに強化。

≪関係省庁連携による横断的支援≫
○国交省（都市局、住宅局、国政局、観
光庁）、中企庁、文化庁による関係省庁
連絡調整会議を組織し、緊密な連携の
もと被災市町の復興を支援。
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